
 
 
 

第 章 
     

  



企 画 情 報 部 
 
 企画情報部は、総務担当及び企画担当により組織されており、総務担当は、庶務業務や予算経理、庁舎管理､

職員の安全衛生等の業務を行った。 
 また、企画担当は、企画運営全般にわたる連絡調整､研究業務に関する企画調整、情報システムの整備・運用や

ホームページ・広報誌等による情報発信、施設見学等の受入れ、センターの公開行事等を通じた普及啓発などの

業務を行った。 
 
＜総務担当＞ 
１ 庶  務     人事管理事務、臨時職員等の任用、文書管理等 
２ 予算経理     収入・支出事務等 
３ 庁舎管理     防火管理、各種保守管理、公用車管理等 
４ 職員の安全衛生  職員衛生委員会の開催等 
５ そ の 他     他部に属さない事項 
 
＜企画担当＞ 
１ 企画調整 

(1) 企画運営体制の整備・運用 
   センターの企画運営に関する基本方針等を定めた「岩手県環境保健研究センター企画運営要綱」に基づき、

企画運営全般、研究課題の設定・評価の実施等に関する必要な運営規程等に従い、関係機関との協議・連絡

体制を整え、的確な運用に努めた。 
   センター業務の基本方針や重要事項の検討・協議等については、本庁関係部（環境生活部・保健福祉部）

と調整を図った。 
(2) 研究業務の企画調整 

   センターにおける今後の環境と保健に関する研究推進の目標・方向性等を定めた「岩手県環境保健研究セ

ンター研究推進基本構想」、センターにおける研究課題の設定・事前審査等について定めた「研究推進実施

要領」等に従い、研究計画を作成した。 
(3) 研究評価 

   効果的・効率的な試験研究の推進を図るため、「岩手県環境保健研究センター機関評価及び研究評価実施要

領」に基づき、外部の専門家・有識者等で構成する評価委員会を開催し、研究評価を実施した。 
研究評価の評価対象は、中間評価１題であった。 
 

２ 情報管理 
センター及び保健所等関係機関が環境・保健に関する各種業務で使用している「環境保健総合情報システム」

を活用し、公開可能な情報についてセンターホームページに掲載し、周知を図った。 
 
３ 普及啓発 
  当センターが担っている県の保健・環境に関する科学的・技術的中核機関としての役割や業務について、効

果的な方法を組み合わせて分かりやすい情報発信に努め、保健や環境について広く県民の理解を深めることを

目的として、普及啓発を行った。 

第２章 業務の概要 
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 (1) 施設の公開行事 
   施設の公開行事として、「 み ど 」及び「 般公開」を行った。 
   み ど   実験で 議な を体験しよ  
    み中の 学 生及び 生を対象に、環境や保健に対する を するため、 み ど

を開催した。 
「実験で 議な を体験しよ 」として、 つの テー を し、テー とに ー に

分かれて実験を行った。 
    開催 成3 7 27 （ ） 者 49  
     テー  
      の り出しに な か （ ）を り出  
      できるかな 分けに ンジ  の について、 しく実験しよ  
      と の ンス を使わないで、手作り スを作ってみよ  

      ス1 の を体験しよ  い い な のを 体 で せてみよ  
 ってす い おいしい ー ターを作ってみよ  

   般公開 
    当センターの業務及び研究 について広く周知するため、 般公開を開催した。 
    開催 成30 10 （ ） 者 419  

     各部業務 ン  
      健 は の か （ しい手 いで を予防しよ 、 中を予防しよ 、 等か

める 中予防の ン 、的当て ン ームに ） 
      と の安全安 に向けて（実 くすりの け方をみてみよ 、くすりの 知識

に ンジ 、 の安全安 を守るために ） 
      いわての と 環境（いわての と 環境を知  い い な の き を試してみよ

、 り ーム きれいな にはど な生き がす でいるか してみよ ） 
      いわての と （ で作 ー 体験、 や 能の 方法を知

、いわての 環境の にせま 、 による の生 の は ） 
      分けると見える わかる い い なこと ・ 検査の 組みを知 （

ーってな 、 ー に しよ 、ペー ー ーで

術の を し 、なりきり研究員 ス あるよ ） 
      ・ ー ー（環境を守る ・ の役割を みて・さわって・かいで 発見

協 （公 ）岩手県 公 、（公 ）岩手県 協会） 
      環境保健研究センターの （ど な 事をやっているの 、環境保健研究センターの役割は 、

な調査研究を します） 
 施設 見学 ー 環保研センターってど なとこ （いわての「環境」と「健 」を守る

研究の成果を します） 
(2) 施設見学 

当センターでは 時 者の見学を受け入れており、 成3 における施設見学者は、 12 1
であった。 
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(3) ン 等による普及啓発 
 環境学 センター の情報  
環境学 センターが発行する「いわて環境情報 」 、当センターか の情報 として、

事の を行った。 
「いわてまる と科学 」 の出  
いわて県民情報 センター（ ー ）で開催された「 ー スペシ  いわてまる と科学

」（ 3 1 （ ・ ））の県 研究機関等による研究成果 ー ーに、 2 や 、

ホンジ に関する を行った。 
「いわて 防 」 の出  

ン ー で開催された「いわて 防 」（ 3 1 13（ ） 1 （ ））に出 し、

を体 する実験や スジシ の を行った。 
( ) ホームページによる情報  

岩手県がホームページの運用で全庁的に 入している ンテン ジ ン システム（ ）により、

環境・保健情報の発信の 実及び分かりやすい ータの公開に努めるなど、ホームページによる情報 の

実 を図った。 
( ) 広報誌「環保研  」の発行 

当センターの情報発信 ー として広報誌「環保研  」の発行をした。 や図を

用いるなどして広く県民に えることができるよ に努めた。 成3 は計 発行した。 
( ) 広報誌「環境保健 」の発行 

当センターの研究成果や 組等をより しくタ ム ーに公 するため、広報 ー 「環境保健研究

」を発行した。研究者・ ス 及び環境保健研究分 に関 がある県民等に向けた となっている。

成3 は計 発行した。 
 

４ 職員の  
  業務の 行に する情報をはじめとして、 方 の情報を基に、所 全職員が した 見 を通じ

て、組織の果たす き役割 の理解を深めるとと に、職員 の能 開発及び組織能 の向 を図るため、

「 セ ー」を開催した か、研究支 の 環として、研究員向けに 計学研 を実施した。 
  また、職員の有する環境・保健分 の専門知識及び検査技術をさ に向 させるため、各種研 会等 の職

員 を行った。 
    成3 セ ーの 要 
    開催 12    発 題 22題 
    各所員か の業務 ・発 、外部 による研  
 

岩手県環境保健研究センターの 文       
    

ア

イ

ウ
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保 健 科 学 部 

１ 平成30年度の動向 

  保健科学部の微生物分野では、感染症や食中毒（ウイルス）に関連した試験・検査及び調査研究を実施し

た。また、地方感染症情報センターとして、感染症情報の収集･解析･提供を行った。 

地域保健担当分野では、健康づくり推進のための情報収集・データ解析、県民への情報提供等を実施した。

また、地域保健従事者等の人材育成のための研修会を開催した。 

２ 行政検査 

健康危機管理対応のための県内各保健所からの依頼を中心に、感染症又は食中毒集団発生に係る検査420件、

感染症発生動向調査に係る検査569件、感染症の原因調査に係る検査226件、感染症流行予測調査に係る検査80

件、結核QFT検査371件、HIV抗体検査３件を実施した。

(1) 感染症、食中毒等の健康危機管理対応に係る検査

食中毒や感染症の健康危機管理対応に係る検査として420件(ウイルス420件)の検査を実施した。病因物質

別内訳は、ノロウイルス等の胃腸炎ウイルス417件、インフルエンザ等の呼吸器ウイルス ３件であった。 

(2) 感染症発生動向調査に係る検査（感染症法第14条関係）

感染症に係る の流行状況を把握するため、病原体定点医療機関により患者から採取され、当セン

ターに搬入された 569件（インフルエンザ65件、流行性角結膜炎54件、感染性胃腸炎74件、手足

口病38件、A群溶血性レンサ球菌咽頭炎25件、伝染性紅斑18件、流行性耳下腺炎13件等）について、ウイ

ルス検査544件、細菌検査25件を実施した。

(3) 感染症の原因調査に係る試験検査（感染症法第15条関係）

感染症の発生予防又は発生状況、動向、原因を明らかにする目的で、ウイルス・細菌等に係る各種検査

を計226件実施した。内訳は、2類感染症：結核遺伝子検査31件、3類感染症：65件(腸管出血性大腸菌症

65件）、４類感染症：52件（レジオネラ症27件、E型肝炎14件、A型肝炎8件、ジカ熱等蚊媒介感染症3

件）、5類感染症：78件（麻しん・風しん72件、咽頭結膜熱５件、手足口病１件）であった。 

(4) 感染症流行予測調査

予防接種事業の効果的な運用のため長期的に感染症の流行を予測する「感染症流行予測調査」の「ポリ

オ感染源調査」として、環境水80件についてウイルス分離試験を実施した。 

(5) 結核QFT検査（感染症法第17条関係）

家庭や職場等で結核患者と接触があった者等を対象に、結核感染の有無を把握するため、血液を検体に

結核菌への免疫反応を測定する「インターフェロン－γ測定試薬検査」（QFT検査）を371件実施した。

(6) HIV（エイズウイルス）抗原および抗体検査

世界エイズデーを中心とした保健所（中部）主催の啓発事業等に協力し、休日における血中HIV（エイズ

ウイルス）抗体の即日検査を３件実施した。 

３ 受託検査 

  保健所設置市である盛岡市との委託契約に基づき、計172件延べ745項目（胃腸炎ウイルス97件、麻しん・風

しんウイルス24件、急性弛緩性麻痺関連ウイルス16件、インフルエンザ等呼吸器ウイルス15件、肝炎ウイルス

11件、急性脳炎関連ウイルス７件、レジオネラ属菌２件）について検査を実施した。 
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 の  

感染症の発生予防、まん延防 に するため、 手県感染症発生動向調査事業実施 に基づき、当研究

センター内に「 手県感染症情報センター」を設置し、感染症情報の収集、報 、 を行っている。 

県民に対しては、 手日報 及び当研究センターの ー ージに感染症発生動向調査結果の を

している か、「 手県感染症 報」及び「 手県感染症 報」の発行、 ール ジン「 手県感

染症情報ウ ー リー ジン」の な 、感染症に関する情報サー スの向 に めている。 

また、 成30 は、 手県感染症発生動向委 会を のとおり開催した。 

第1  H30.12.3 「感染症発生動向調査の解析 について」 環境保健研究センター 会  

第2  H31.3.4  「感染症発生動向調査の解析 について」 環境保健研究センター 会  

 検査 の  

手県感染症検査ネ ー 会 は、 県における感染症の検査において、医療機関の検査部 、民

検査機関、動物 感染症担当部 びに当研究センター等が に連 する体 を するとと に、検

査 と 管理の向 及び感染症対 に係る の向 を る とを目的に 動を行っている。 

成30 は、 手県感染症検査ネ ー 研修会を のとおり開催した。 

第１ 研修会（ 成30 12 １日開催、 者51 ） 環境保健研究センター 大会  

情報提供 「 の感染症発生動向について」 

ス「AMR対 」 

「 生研究所の取 定 ローンCTX-M-15を 生する血 型O25:H4 ST131 E.coli について」 

「 医 域の取 の心内膜炎から分離されたStreptococcus suis について」 

ンポジウ  

「検査 から たICTの と 」 

「ICTに して分かった と」 

「中 病 のICT 動に の」 

別  「 が る抗菌薬 とは」 

第２ 研修会（ 成31 ３ ２日開催、 者24 ） 環境保健研究センター 大会 、研修  

情報提供 「 の感染症発生動向について」 

実    「検体別 ラ 染 リーズ の場で ける ラ 染 の （ ） 」 

ース１   「 ラ 染 実 ース－ の り方、染 法、 のしかた－」 

ース２   「 ラ 染 を 用した症 検 ( )－ ラ 染 や細菌検査を に

した 療 －」 

 保健 

(1) 保健情報の有効 用・情報

い て健康データウェ ウス事業

い て健康データウェ ウスは、 県の生 病対 の 実 に するため「健 、生

データ」、「人口動 計」、「医療 データ」等を 的に集約・解析し、結果を県施 や医療保

者、市 、 育 場等に するために された ス で、 成30 は のとおり事業を実施し

た。 
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 学 域、市 域における定期健 ・生 データや医療保 者から 定健 ・ 定保健

データを収集し、協力機関、関係機関へ解析データの を行った。 

     県民健康データ 事業として、各保健所等が開催する保健関係職 等の研修会において、地域

別集計・分析結果の 明を行い、地域の健康 についての情報提供を行った か（10 ）、保健所や

市 ･学 等関係機関からの に応 、 、集計結果の提供を行った。（52 ） 

 環境保健 情報 ス （ 分析 ス ）における「人口動 」、「健 ・生 」等の

     計情報の を行った。 

 保健科学部の ー ージ「保健情報の 場」により、市 等関係機関が な 計を で 

きるよ 情報の を行った。 

 

県民健康データ 事業「地域別結果 明会」等  

 日 開催場所 対象及び 内  人  

1 
成 30  

1 日 

環保研セン

ター 

盛岡大学 科学部 地実  

い て健康データウェ ウスの と地域保健の 状と

 

 60  

２ 
成 30  

22 日 

環保研セン

ター 

科医 研修対応 

「い ての健康」の 状と 健康データウェ ウ

スから てくる と  

6   

３ 
成 30  

７ ２日 

サンセール

盛岡 

成 30 手県 等学 育研究会学 保健部

会・ 手県学 保健会 等学 部会研究大会 

生 病予防 ス から た 手県の 生

の 状と  

200  

４ 
成 30  

７ 18 日 

環保研セン

ター 

盛岡 医療大学 生学実                  

い て健康データウェ ウスの と地域保健の 状

と  

39   

５ 
成 30  

20 日 

( 市

セン

ター) 

目的 ー 研究 地域健康 会（ 提供） 

定健 データから た 地域の生 ・健康

について 

－ 

 
成 30  

５日 
ル 

手県 地健康 事業運 協 会 

者等健康状 分析事業における 定健 実施結果に

ついて 

22  

７ 
成 30  

14 日 
保会  

成 30 （第 40 ）市 保健推進委 等研修会 

データから る 手県の健康   
113   

 
成 30  

10 19 日 

環保研セン

ター 

科医 研修対応 

「い ての健康」の 状と 健康データウェ ウ

スから てくる と  

  

 
成 30

10 24 日 

環保研セン

ター 

科医 研修対応 

「い ての健康」の 状と 健康データウェ ウ

スから てくる と  

７  

10 
成 31  

２ 日 
 

食育推進計 定委 会           

い て健康データウェ ウスのデータから る

の健康 

16   

   

 

イ い て健康データウェ ウス健康 委 会（１ ） 

     い て健康データウェ ウスで られたデータについての解析 及び保健事業への有効かつ な

情報提供のあり方について検 するため、健康 委 会を のとおり開催した。 
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(2) 地健康 事業の実施 

 手県 地健康 事業運 協 会出 びに 者等健康状 分析結果の報  

イ 者等健康状 分析事業 

  日 大 の 者等の健康状 について、 期に把握し な へつな るため、 成30

12市 保が実施した 定健康 査結果（ 団法人 手県予防医学協会実施分）の分析

を行い、市 へ した。 

 

(3) 「 定健 ・ 定保健 」従事者研修の実施 

   成20 から実施された「 定健 ・ 定保健 事業」が に推進されるよ 、従事者研修会を

のとおり開催した。 

定健 ・ 定保健 従事者研修会開催状況  

 

第14 委 会（ 成31 ３ ７日開催、環境保健研究センター研修 ） 

内  ・ 成29 の生 ン ー  

・ 成28、29 健 情報 ス 手県 データ 

・ 成30 生 の生 ン ー  

・ 成28 定健 ・ 定保健 データ 

     ・ 成29 生 の生 ン ー から生 と 食の関連について 

分野 研 修   
修 者又は 

者 

定
の
研
修 

基
 

期日： 成30 28日 
場所：環境保健研究センター 大会  
内 ： 及び  
 「 定健 ・ 定保健 の 」、「食生 に関する保健 」

                      保健科学部職  
「 タ リ ン ロー の 」、「脳血管 患の予防」、 
「た ・ ル ールに関する保健 」 

 手医科大学 医学部           
 「 体 動・運動に関する保健 」 
      定 動法人い てNPO-NETサポー   人  

者
   90  

 

期日： 成30 ７ 11日 
場所：環境保健研究センター 大会  
内 ： 及び  
 「行動 に関する理 」、「 の健康に関する保健 」 

手医科大学 育センター     
 「保健 の 開 ・ 」           保健科学部職  

者  

75  

 

 

 

 

計

・

 

期日： 成30 ７日 
場所：環境保健研究センター 大会  
内 ： 及び  
 「 ウ ー ン の進め方」 

健康保 協会 手 部         
「 定健 ・ 定保健 事業の計 定と 」       

      子大学 人 学部     

者  

67  
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(4) 人保健 等研修会の実施 

   地域保健従事者の 質向 と 者への健康 動の な推進に向けて、保健 部健康 保 と

の協 で、 人保健 等研修会を のとおり開催した。 

     開催状況   

研修  対 象 開催日  会 場 者  

人保健 担当

者研修会 

人保健 担当 

保健 等 

成31 ２ 19日 

10:00 16:00 

盛岡地  

大会  

35  

第１ 人保健 研

修会 

H30 採用 人保健

及び採用 3 の

期保健 で する

者 

成30 日 

10:00 16:00 

手県民会 ４  

第２会  

34  

第２ 人保健 研

修会 

成30 11 15日 

10:00 16:00 

手県民会 ４  

第１会  

45  

 

(5) 健康づくりに関する 及啓発 

人口動 計や健 ・生 データの分析結果から られた 手県の健康 について、「目で る

い ての健康状 」と して、 かりやすい を 成し、 ー ージに した。 報 「環保研

I-RIEPジ ー ル 」第15 に「データで るい ての健康状 － の 」、第17 に「データ

で るい ての健康状 －子 た の 食の 取状況」を し情報発 を行った。 

 

(6) の  

 手医科大学「 手県 地域 ー 研究」等 研究へ  

イ 手県 予防対 推進協 会（委 ） 

ウ 手県 地健康 事業運 協 会出 （委 ） 

エ 手県 民健康保 団体連 会保健事業 ・ 委 会出 （委 ） 

オ りおか健康21 ラン推進会 出 （委 ） 

 

 

ス

ル

研
修 

第
１

 

期日： 成30 19日 
場所：環境保健研究センター 大会  
内 ： 及び  

「保健 に かす ー ン 対象者がやる になる対 とは 」 

がん研究センター中 病  

 内科・ 科・がん 急科 科長 大  健  

者
   50  

第
２

 

期日： 成31 １ 28日 
場所：環境保健研究センター 大会  
内 ：情報提供、 及び  

「 手県の 成28 定健 の状況」     保健科学部職  
  
 「 向 に効果的な 材の 成方法」  

( ) ンサース ン ー ル ー ン 事業 部
 生  

者
   48  
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 学  

大学の 地実 及びインターン 実 、医 及び 科医 研修医研修等にあ て、感染症発生

動向調査事業、感染症及び食中毒対 、健康づくり業 等について 明、 研修対応を行った。 

施 設 等  日 対象者・人  

盛岡大学 科学部 地実  成30 １日 学生等：60  

保健所 科医 研修医研修 成30 22日 

成30 10 19日 

成30 10 24日 

県 保健所 研修医等：  

県 保健所 研修 科医等：  

盛岡市保健所 研修 科医：７  

食 生関係業 者等研修 成30 ７ 13日 職 11  

盛岡 医療大学 生学実  成30 ７ 18日 学生等：39  

「 手県 事部 インターン 実

生 け入れ実施 」に基づくイン

ターン 実  

成30 24日 医学生：           

 

 

 査  

(1) 手県における 呼吸器ウイルスの疫学に関する研究 

(2) 生食用カ のノロウイルス に関する研究  

(3) 医療機関との連 による薬 性菌の解析 

  

(1) 食 感染症の病原体情報の解析及び 有 ス の に関する研究（分担研究） 

 (2) 環境水ポリオサー イランスの 的な実施法に関する研究 

(3) 内ならびに ロー ルサー イランスのためのRSウイルス感染症に関する検査 ス の開発研究 

(4) ウイルスを原因とする食 媒介性 患の に関する研究 

(5) 下 症ウイルス感染症の分子疫学および流行予測に関する研究 

(6) 病原微生物検査体 の ・ に な地方 生研究所における人材育成及び地域における 管理

に関する協力体 に向けた研究 

(7) 環境中における薬 性菌および抗微生物 の調査法等の のための研究 
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衛 生 科 学 部 

 

１ 平成30年度の動向 

  衛生科学部では、県が策定した「食品衛生監視指導計画」に基づく食品収去検査（理化学検査）、「医薬

品等一斉監視指導実施要領」に基づく医薬品収去検査及び水道水中の放射性物質検査等を行った。 

  また、食の安全安心の確保を目的に県産の「野生山菜」、「野生きのこ」の放射性物質について検査を実

施した。 

加えて、これらの日常検査業務に反映する分析方法の研究、県民に食の安全・安心を提供するための試験

検査等に取り組んだ。 

 

２ 行政検査 

食品、医薬品、水道水、野生山菜・きのこの他、盛岡市からの受託検査等を含む行政検査528件、17,080

項目の検査を実施した。 

(1) 食品収去検査 

ア 残留農薬検査 

国内産農産物及び輸入農産物計100検体について、延べ9,660項目の検査を行った。検査の結果、43検

体から述べ96農薬が検出されたが、基準を超過するものはなかった。 

国内産農産物のうち、畜産物20検体（牛肉6、鶏肉10、豚肉4）については、有機塩素系農薬3種類、

延べ60項目の検査を実施し、農薬は検出されなかった。 

イ 添加物検査 

着色料：加工食品等8検体について、合成着色料12種類（酸性タール系色素）の検査を行い、延べ96

項目の検査を行った。検査の結果、表示に違反するものはなかった。 

合成保存料：漬物、食肉製品等15検体について、合成保存料3種類の検査を行い、延べ45項目の検査

を行った。12検体から保存料が検出されたが、基準を超過するものはなかった。 

酸化防止剤：加工食品等７検体について、酸化防止剤（tert-ブチルヒドロキノン、TBHQ）の検査を

行い、いずれの検体からもTBHQは検出されなかった。 

甘味料：加工食品等10検体について、甘味料（サイクラミン酸）の検査を行い、いずれの検体からも

サイクラミン酸は検出されなかった。 

ウ 遺伝子組換え食品検査 

輸入とうもろこし加工食品4検体について、未審査組換え体であるBt10の定性試験を行った。検査の

結果、未審査組換え体Bt10は検出されなかった。 

エ アレルギー物質検査 

「そば」混入の可能性がある県内で製造された小麦粉食品（中華そば、うどん、ひやむぎ等）6検体

及び「小麦」混入の可能性がある県内で製造された米粉食品等4検体について検査した。検査の結果、

そばの陽性反応及び小麦の陽性反応は、いずれも検出されなかった。 

オ 畜水産食品中の残留動物用医薬品収去検査 

鶏卵9検体、県内産魚介類2検体、国内産魚介類1検体、輸入牛肉3検体、輸入豚肉3検体及び輸入魚介

類4検体の合計22検体について、合成抗菌剤及び抗生物質等を、延べ969項目で検査を実施した。 

検査の結果、基準を超過するものはなかった。 
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 放射性物質検査 

県内に する一 食品182検体、 料水8検体、 食品及び牛 10検体の合計200検体について

放射性物質（ ウ ）検査を実施した。検査の結果、放射性物質（ ウ ）を3検体から検出した

が、基準を超過した検体はなかった。 

(2) 野生山菜・きのこの放射性物質検査 

  食の安全安心の確保を目的として、野生山菜・きのこについて、全県を とした放射性物質に る

タ ン 検査を実施した。野生山菜58検体、野生きのこ15検体の計73検体を検査した結果、放射性物質

（ ウ ）を12検体から検出したが、基準を超過した検体はなかった。 

(3) 医薬品等一斉監視指導収去検査 

医薬品等一斉監視指導実施要領に基づき、医薬品製造業 及び 業 に る 10検体の収去検査を行

った。検査の結果、医薬品製造業 の検体（2検体）は医薬品製造 で定める基準に合 した。 

(4) 可医薬品 査 

  県内 する 食品等 4製品について、 成分、 成分及び指定薬物成分の検査を実施し、

する成分は検出されなかった。 

(5) 水道水の放射性物質検査 

県内 か の 水道について、 16検体の放射性物質検査を実施し、放射性物質（ ウ ・ ウ

素）は検出されなかった。 

(6) 受託検査 

盛岡市からの に り、残留農薬21検体、添加物13検体、遺伝子組換え食品 検体、アレルギー物質

2検体、残留動物用医薬品7検体の合計44検体、延べ2,890項目の検査を実施した。 

 

  

  理化学 の食中 、医薬品等の 件 に 応するため、 ち まれる検体等の分析を実施しているが、

は、 食品の - 酸分析4検体、はち つの 物性 分析1検体の計5件の 応を行った。 

 

 査   

成30 は の を実施し、成果は学 や 等で 等に り 表した。 

(1) 性 に する機 分析法の研究 

(2) DNA 出 に る 理 果の検 について 

(3) 残留農薬分析法検 業（ 生 託 業） 
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環 境 科 学 部 

 

１ 平成30年度の動向 

環境科学部は、行政検査（公共用水域・地下水に係る常時監視、特定事業場等立入に係る水質検査、環境事

件事故対応、ダイオキシン類環境モニタリング事業）、環境調査（水生生物を指標とした河川水質マップ作成）

、前述に関連した研究並びに環境省及び国立研究開発法人国立環境研究所からの委託事業等を実施した。 

２ 行政検査 

(1) 公共用水域の常時監視 

   「平成30年度岩手県公共用水域水質測定計画」に基づき、河川の底質調査を実施するとともに、当所、盛岡

市及び国土交通省の機関（岩手河川国道事務所、北上川ダム統合管理事務所）が分析した県内の公共用水域の

水質及び底質の測定結果についてデータベースを作成した。 

 (2) 地下水質の常時監視 

   「平成30年度岩手県地下水質測定計画」に基づき、県内各市町村（盛岡市を除く）における概況調査、概況

調査で新たに汚染が確認された汚染井戸周辺地区調査及び従来から汚染が確認されている井戸の経年水質変化

監視のための継続監視調査を実施（162検体 1136項目）するとともに、盛岡市を含む各分析機関からのデータ

を集計した。 

(3) 特定事業場等の立入に係る水質検査 

振興局が水質汚濁防止法に基づき実施した事業場の立入検査において採水した排水について、重金属、ポリ

塩化ビフェニル、シアン化合物、フェノール類、ふっ素、ほう素、窒素、燐及び農薬等について分析した（24

2検体 622項目）。 

(4) 環境事件事故に関連した分析 

   魚類へい死、水質異常、地下水汚染、土壌汚染及び廃棄物不適正処理等の事件事故に関連した水質及び土壌

等の重金属及び農薬等を分析した。（39検体 2485項目） 

(5) ダイオキシン類環境モニタリング事業 

ダイオキシン類環境モニタリング事業として、一般環境４地点（二戸市、北上市、宮古市、大船渡市）及び

沿道１地点（一関市）並びに発生源周辺３地点（一関市、八幡平市、北上市）の計８地点において、環境大気

を年２回測定した。結果は全て環境基準値以下であった｡ 

３ 環境調査 

水生生物による水質調査結果に基づき県内全調査河川の水質マップを作成した。 

４ 受託事業 

(1) 化学物質環境実態調査 

環境省からの委託を受けて、分析法開発及び詳細環境調査並びにモニタリング調査を実施した。 

ア 分析法開発 

河川や海域の一般環境中における「チアベンダゾール、ピリメタニル、アゾキシストロビン」の濃度レベル

を測定するため、LC-MS/MSを用いた分析法の開発を実施した。 
イ 詳細環境調査 

花巻市内の河川水（豊沢川）について、初期環境調査としてアルベンダゾール及びその代謝物の濃度を測定

した。 
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モニタリング調査

機汚染物質（POPs）調査のために、 の ンプリング等を実施して経年監視している。

花巻市内の河川（豊沢川）の河川水及び底質

のム キイ イ及びアイ メ

沢市 の大気（地 科学部 当）

(2) 共 研究 
国立研究開発法人国立環境研究所からの委託を受けて、平成 30 年度 POPs及び関連物質等に関する 共

研究を実施した。 

18回 POPs及び関連物質等に関する 共 研究シンポ ム（平成 31年２ 19 20 、 岡県 岡

市）の 上で、「環境 薬 等（PPCP ）の環境実態に関する共 研究」の成果を した。 

  

(1) 機フッ素化合物に関する研究（重点研究）

北 市立大学及び北海道立 合研究機 環境科学研究 ンター等5機関との共 研究を実施した。

(2) PPCPs（Pharmaceutical and Personal Care Products）等化学物質県内実態調査（基 研究）

県が開発した分析法を用いて県内化学物質等実態調査を実施した。

(3) 化 法関連物質の排 源及び 態の （基 研究）

P PFOS、PFOAのほか、PFPeA PFDA、PFBS PFHpSについても環境

水中の濃度を する とが である と た

(4) WET手法を用いた水環境調査の ーススタデ （基 研究）

国立研究開発法人国立環境研究所の 共 研究として、国立環境研究所、宮 県 環境 ンター等

地 環境研究所16機関、及びいであ と共 研究を実施した。 
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地 球 科 学 部 

 

１ 平成30年度の動向 

  地球科学部は、大気常時監視、新幹線鉄道等の騒音・振動調査、酸性雨調査及び環境放射能水準調査等の大

気環境の調査等及びイヌワシなど鳥類の保護、クマ・シカなど大型哺乳動物の保護管理、希少植物の保全等の

自然環境調査等に加えて地球温暖化防止に関する調査をおこなうとともに、それらに関連した研究を行った。 

２ 取扱件数 

  平成30年度における取扱件数は行政検査31,444件であった。 

  

３ 行政検査 

 (1) 大気の常時監視 

  ア 一般環境大気測定局 

    一般大気環境中の二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、非メタン炭化水素、

微小粒子状物質(PM2.5)等に係る環境基準等の達成状況を把握するため、県内12測定局において自動測定機

による常時監視を実施した。 

  イ 自動車排出ガス測定局 

    自動車の走行による大気汚染の監視・測定のため、都市部の幹線道路沿い１測定局において、自動測定

機により二酸化窒素、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質（PM2.5）の常時監視を実施した。 

    環境基準の達成状況は、一般環境大気測定局、自動車排出ガス測定局ともに全測定局で二酸化硫黄、二

酸化窒素、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質は環境基準を達成したが、光化学オキシダントは4測定局

が環境基準を超過した。 

ウ 微小粒子状物質の成分分析 

平成25年度から微小粒子状物質の成分分析を開始し、県内２地点で年４回（１日毎２週連続採取）検体

を採取し、炭素成分、各種イオン及び無機元素成分を測定した。構成成分比から、季節変動や広域汚染な

どの影響が認められた。 

  エ 有害大気汚染物質のモニタリング 

    有害大気汚染物質のモニタリングのため、県内７地点において、毎月ベンゼン等21物質（ただし、１地

点については14物質、３地点については11物質）の測定を行った。 

    調査結果は、環境基準が定められている物質については、全地点で基準以下であった。 

 (2) 酸性雨実態調査 

   酸性雨の降水成分の実態を把握するため、県内１地点において、ｐＨや各種イオンを測定した。 

   ｐＨ測定結果は降水量加重平均で5.13であり、過去10年間の変動の範囲内であった。 

 (3) 新幹線鉄道騒音振動調査 

   新幹線鉄道騒音環境基準及び新幹線鉄道振動対策の状況を把握するため、10地点において調査を行った。 

   調査の結果、２ヶ所（25ｍ地点）において騒音環境基準を超過しており、関係機関に対応を求めた。 

 (4) 航空機騒音調査 

   花巻空港の環境基準達成状況を把握するとともに､航空機騒音調査の地域指定の見直しの基礎資料を得る

ため、６地点の調査を行った。 

   測定は県南広域振興局花巻保健福祉環境センターで行い、当センターはデータのとりまとめ及び解析を担

当した。 
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    調査結果は、環境基準が 定 れている全地点で基準以下であった。 

(5) 定 調査 

   から 物のアスベスト 去 等における 環境調査に加え、 地におけるがれ 去・ 理

等の に う 環境の調査を実施して た。平成30年度に実 はなかった。 

 (6) 放射能関係測定検査 

   福 一 子 所の による影響に関して、環境 料や などの検査を行った。 

 

４ 自然環境保全調査等 

 (1) 指定希少 動植物調査 

希少 動植物保護 に 定する指定種について ・ 状況を調査した。 

また、い て データ クに れた希少 動植物についても、その分 や ・ 状況

を調査した。 

らに、 等による 沿 地域の希少 植物に係る影響調査を実施した。 

 (2) イヌワシ 状況調査 

イヌワシの な保護対策を実施するため、 状況、行動 、 動分 、採 所 の 果、

性等について調査した。 

 (3) ガンカモ類 調査 

県内の鳥 保護 等の を得て、 が におけるガン・カモ・ ク ウ類の 状況を把握し､

物保護行政の基礎資料を得るための全 一 調査に 加、とりまとめを行った。 

 (4) キ ワグマ 体調査 

   キ ワグマ保護管理 に基 、有害 れた キ ワグマについて、 査定、 状態、

内 物、DNA等の解析を行った。 

(5) ニ ン カ植 （ ）調査 

シカ保護管理 に基 、 の採 状況を調査した。 

 (6) ニ ン カ 度調査 

シカ保護管理 に基 、広範囲の を 査してシカの 数をカウントし、 度 定を実施し

た。 

 

  

  地球温暖化対策を するための基礎資料として、各種エ ー 資料等を いて、県内の温 果ガ

ス排出量の を行った。 

 

 査 

 (1) 酸性雨モニタリング（植 ）調査 

   環境 からの を け、酸性雨による 態 の影響の 把握を として、 平における植 調

査を行った。 

 (2) 環境放射能水準調査 

   子 からの を け、定時降水の全 線の測定を実施している か、降下物、 水、 乳、

、 、 、 水、 物、 、大気浮遊 について 線 種分析を行った。 また、モニタリ

ング ストによる空間線量 の連続測定(自動 、24時間連続毎日)を行った。 
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福 一 子 所の 直 には、 線 種分析において に検出 れていなかった新たな

種が検出 れ、空間線量 も した。平成30年度には新たな 種が検出 れ 、空間線量 も 以

の ベ で していた。 

 

  

  の を研究し、成果を学 等において 及び にて した。 

(1) 重 な 植物を 続 るための 開 に関する研究 

(2) イヌワシの 数 に けた保全 態学 研究 

(3) キ ワグマの 体 動態と 測 の開 ならびに の出 メカニ の解  

(4) ウイ ス 性節 動物（ トス シマカ）の に関する研究 

(5) 微小粒子状物質（PM2.5）の 解 に関する研究 

(6) 酸性雨による環境影響の  

(7) 新指 を いた 県内光化学オキシダント 度の  

(8) 地域に するニ ン カの 体数 定 
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検  査  部 

１ 平成30年度の動向 

検査部は、振興局(保健所)の事件事故処理及び通常監視のための行政検査、並びに県民からの依頼による飲

用水検査を実施した。 

また、腸管出血性大腸菌を効率的に検査するための研究や、振興局（保健所）に対する業務支援及び普及

啓発事業を併せて実施した。平成30年度は、6,667検体の29,005項目を検査した。 

２ 行政検査 

(1) 振興局(保健所)の事故事件処理のための行政検査 

ア 水質事故対応の検査 

土壌汚染事案に係る周辺地下水調査及び水質異常発生時の水質測定等32検体を検査した。 

イ 食中毒及び不良食品に係る検査 

食中毒が疑われた事件及び不良食品の原因究明のために166検体を検査した。 

ウ 細菌性感染症に係る検査 

医師から届出のあった感染症患者及び家族等接触者の糞便及び飲用水341検体を検査した。 

(2) 振興局(保健所)の通常監視のための行政検査 

ア 公共用水域に係る行政検査 

公共用水域水質測定計画等に基づき、河川150地点、湖沼２地点及び海域37地点等から採水した2,348検

体について、生活環境項目、健康項目及び要監視項目等について検査した。 

イ 地下水に係る検査 

地下水測定計画に基づき、概況調査、汚染井戸周辺地区調査及び継続監視調査において採水した98検体

について、環境基準項目及び要監視項目等について検査した。 

ウ 工場・事業場排水に係る検査 

振興局が採水した413検体について検査した。うち、82検体はVOC等の有害物質について検査した。 

エ 海水浴場調査 

県内の海水浴場(1万人/年利用)について、毎年海開きの前に水質調査を行い、遊泳に適した水質であ

ることを確認した。(7水浴場 9地点) 

オ 食品等の規格基準等検査 

食品監視計画に基づき収去された食品の規格基準等を検査した。その化学検査を42検体、細菌検査を

368検体検査した。 

３ 県民からの依頼による飲用水検査 

  保健所で受付けした飲用水について、簡易検査においては飲用水水質の基本となる11項目を検査し、一般

検査及び高度検査においては基本となる11項目に加えて消毒生成物等の23項目を検査した。 

平成30年度には、細菌検査を767検体及び化学検査777（一般検査の内数：細菌検査17、化学検査25）検体を

検査した。 

４ 調査研究 

糞便からの腸管出血性大腸菌（ＥＨＥＣ）検出法の検討：当所に依頼があった糞便検体のうちEHECが分離さ

れたものを対象に、選択分離培地での所見を中心に性状に関するデータを記録した。これにより血清型O111、

O103、O145のEHECについて菌株解析で得られた検査法に関する知見が糞便検体においても有効であることを確

認した。また、本研究において糞便検体の生理状態がEHECの分離に影響を与える可能性があることを示した。 
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健 査  

１ 平成30年度の動向 

  当 は、保健医療データの集計・分析機 の 実を る目的で 成30 たに設置された である。

職 1人（健康 保 ）と 職 1人といった 体 で、 体的業 としては保健医療データの分

析ス ルの向 を るため 保健医療科学 研修における関連研修を した か、保健医療データ分析

ス の として県保健 部において検 を進めている保健医療 データ ス の に

関する 進事 調査等を行い、結果を伝 するな して取 を しした。なお、 ス の は

成30 に 定された しい県民計 における「健 ロジェ 」の中心的事業として採 され、当センタ

ーは の中でデータの分析 点に 置 けられた。 の か、保健科学部と連 し 定健 データを用いた

データ分析を行った。 

 

２ 保健 の向  

  保健医療データの分析ス ルの向 を るため、 保健医療科学 における の研修を した。 

（1）長期研修 保健医療データ分析 科 

   成30 7 2日 12 14日（ 集 研修7 2日 7 20日及び12 14日） 

（2） 期研修 保健医療事業の 的 に関する研修 

   成30 9 18日 9 20日 

（3） 期研修 地域保健 のための保健情報 理 研修 

   成30 11 26日 12 7日 

 

３ 保健 の  

  保健 部健康 保 において取り 県 保健医療 データ ス の を するため、

進事 調査を実施した か、医療 データ 用セ ーに し情報収集を行った。 

(1) 県健康 進 及び 県 医科大学健康 進センターを  

成30 9 26日実施。 県 健康データ ース（FDB）について、運 体 をは め ス の や

データの収集・管理・ 用、さらには予 等について リン を行った。 

(2) 医療 データ 用セ ー  

成30 8 3日大 市にて開催。民 業で開発した健 ・医療・介 を い データの解析 ー

ルの 及び と における ールを 用したデータ分析事 について情報を た。 

 

 の  

  保健科学部と連 し、健康データウェ ウスに収 されている 定健 データを用いて、生 の

い（ 、運動、 ）と生 病リス 因子（血 、 質 、血 ）との関連について分析

を行い、結果を健康 保 主催の 定健 ・ 定保健 フ ロー 事業の場で報 した。（ 成30 11

12日 会場、11 13日 会場、11 22日盛岡会場）また、 ー で 点を た分析を保健 環

境行 セ ーにおいて発 した。（ 成31 2 8日） 
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